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１．法人の長によるメッセージ 

 

国民の皆様へ 

  

2019年 12月に発生が確認された新型コロナウイルス感染症 (COVID-19) の影響は、今や世

界中に及び、2020年 6月下旬現在において 900万人以上の感染者が報告されています。世界

を吹き荒れるコロナ禍は、感染拡大を食い止めるための緊急事態宣言や都市封鎖を通じて経済

活動の停止をもたらし、世界は未曽有の経済危機に陥ることが予測されています。石油価格をはじ

めとする一次産品価格が暴落する中、今のところ相対的に安定しているとされる農産物市場も、今

後の輸出国の動向によってサプライチェーンが寸断されると逼迫する可能性があります。 

 

商品作物輸出に依存しつつ、食料輸入に頼る開発途上地域では、新型コロナウイルス感染症

による直接の社会・人道的危機に加え、食料・栄養安全保障危機の悪化が懸念されています。開

発途上地域、とりわけサブサハラ・アフリカ地域では近年急激な都市化が進んでいますが、農村・

都市部スラムとも、上下水道が十分整備されず、医療体制が脆弱で、感染症の急激な拡大に対応

できるインフラが整っていません。既に慢性的な飢餓状況にあるところへ、さらなる食料不足により

栄養状態が悪化すると、免疫・抵抗力も低下し、感染症が重症化しやすくなります。2020年 4月下

旬、国連は、COVID-19により、急性の飢餓が、2019年末に想定されていた 1憶 3500万人から

倍増し、2020年末までに 2億 6500万人に及ぶと予測しました。とりわけ近年の気候変動による干

ばつやサバクトビバッタによる被害で既に農業生産が壊滅的な影響を受けている地域にて、最大

の危機が懸念されています。さらにパンデミックの震源地がヨーロッパと北米から発展途上国に移

行するにつれ、低・中低所得国において死亡率上昇、経済封鎖の長期化とともに、パンデミックの

経済コストは上昇しています。この状況を受け、世界銀行は、一日当たり 1.9 ドルの絶対的貧困に

陥る人々を 4000万～6000万としていた 2020年 4月時点での推計に対し、6月時点での経済成

長推計を盛り込んで上方修正し、7100万人～1億人に及びうると予測しています。 

 

一方、コロナ禍がもたらした経済活動の停止は、温室効果ガス排出の一時的な減少をもたらして

います。この 1年間を振り返ると、2019年は世界的な異常気象が頻発する中、気候変動対策に世

界的な意識と注目が高まった年でした。COVID-19危機は、グローバルな経済活動と気候変動対

応のトレードオフ関係を明らかにしましたが、長期的な視点からは、気候変動対応の先延ばしで生

じうる莫大な損失を放置せず、早急な対応が持続的な未来への近道となります。幸いにも、気候変

動への強靭性改善に関する投資の利益率は一般に高く、将来の損失回避・イノベーションを通じ

た経済利益の創出・社会環境的な便益の提供、という、「トリプル・ディビデンド(3重の配当) 」をも

たらしうると期待されています。人間活動を原因とする温室効果ガス排出の 23％を占める農林業そ

の他土地利用分野においても、フード・サプライチェーンの強靭性強化に努めつつ、農業資源の



- 2 - 

 

 

持続的・安定的活用による持続的農業集約化技術への投資を通じ、食料・栄養安全保障の達成

を目指していく必要があります。 

 

 

気候変動は、干ばつや洪水等を通じ、多くの国々、とりわけ開発途上地域国の食料安全保障を

脅かしてきました。今後気温上昇によって最も深刻な影響を受ける開発途上諸国は、既に世界人

口の 60％を抱え、今世紀末にはその割合が 75％に上昇することが予測されることを考えれば、開

発途上地域における食料栄養安全保障・気候変動対策は世界的な課題であることが明らかです。

COVID-19はパンデミックに国境はなく、対応の遅れは命取りであること、科学的知識に基づいた

行動と団結が極めて重要であることを証明しました。この危機を世界食料安全保障・気候変動対策

のチャンスと捉え、現状・規定路線(business-as-usual) にかわり、「グレート・リセット」のための国際

協調のもとで、真に「地球に優しく」、強靭で持続的な経済・フードシステムのためのインフラ構築を

通じ、「よりよい復興」に向けた投資を行っていく必要があります。 

 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター（国際農研）は、1970年に熱帯農業研究セ

ンターとして創立して以来半世紀にわたり、開発途上地域における我が国の農林水産業分野の国

際共同研究のフロントランナーとして活動を続けてきました。国際農研は農林水産業の全分野をカ

バーし、学際的・異分野連携による共同研究を世界的に展開し、開発途上国等の共同研相手国

の課題解決に直接貢献してきた歴史を有します。他方、今日の地球規模課題・国際環境の変化は

速く複合的であり、農林水産業研究においても、これまで以上に迅速に科学技術イノベーション 

(STI)創出を可能にする仕組みが必要とされています。令和 2年度は、第４期中長期計画の最終

年度であり、国際農研の過去 5年間の研究成果・業務実績について評価が行われます。同時に、

国際農研では、次期中長期計画に向け、50年の歴史に基づく強みを活かしつつも、COVID-19

によって大きく変容した世界の環境変化に機動的に対応可能な研究体制と研究戦略を確立する

ための議論が行われる予定です。国際農研は、今後も重要性を増していく地球規模課題を見据

え、農林水産業分野における国際共同研究と情報収集を通じ、SDGs達成への貢献を目指してい

きます。 

 

 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 

理事長   岩永 勝  
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２．法人の目的・業務内容 

（1） 法人の目的 

国立研究開発法人国際農林水産業研究センター（国際農研）は、熱帯又は亜熱帯に属する

地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の試験及び研究

等を行うことにより、これらの地域における農林水産業に関する技術の向上に寄与することを目

的としています。 

（国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第 3条）  

 

（2） 業務内容 

上記の目的を達成するため以下の業務を行っています。 

① 熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関

する技術上の試験及び研究、調査、分析、鑑定並びに講習を行うこと。 

② ①の地域における農林水産業に関する内外の資料の収集、整理及び提供を行うこと。 

③ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成二十年法律第六十三号）第三十

四条の六第一項の規定による出資並びに人的及び技術的援助のうち政令で定めるものを行う

こと。 

④ ①、②及び③の業務に附帯する業務を行うこと。 

  （国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第 11条） 

 

３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

平成 25 年 12 月に「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成 25 年 12 月 10 日農林水産

業・地域の活力創造本部決定、平成 26 年６月 24 日改訂）が決定されました。これは、①国内外

の需要の拡大、②需要と供給をつなぐ付加価値向上のためのバリューチェーンの構築、③農地の

集約化など生産コスト削減等を通じた生産現場の強化、④農村の多面的機能の維持・発揮の４つ

の柱を軸に政策を再構築したもので、いわゆる「攻めの農林水産業」を目指すものです。 

こうした施策の方向にこれまでの施策の評価を加え、「食料・農業・農村基本計画」（平成 27 年

３月 31 日）が閣議決定されました。この中で、開発途上地域に対しては、飢餓・貧困対策や、気候

変動、越境性感染症等の地球規模課題に対応するため、農業生産や食品安全等に関する技術

協力を実施することとされています。この背景には、世界的な人口増加等による食料需要の増大な

ど、我が国の食料の安定供給に影響を及ぼす可能性のある様々な要因（リスク）が顕在化しつつあ

ることがあります。また、新たな開発途上地域支援の仕組みとして、世界の食料安全保障と開発途

上地域の経済成長等に貢献するため、官民連携によるフードバリューチェーンの構築を推進する

こととされています。 

「食料・農業・農村基本計画」に併せ、その実現を技術開発面から支える新たな「農林水産研究

基本計画」（平成 27 年３月 31 日農林水産技術会議決定）が策定されました。同計画は、世界的

な人口の増加、新興国における経済成長や所得水準の向上、気候変動などによって、中長期的

に世界の食料需給のひっ迫が懸念されていることを指摘しています。また、政府の方針等との整合

を図りながら、農林水産業の潜在能力が十分に発揮できていない開発途上地域を対象として、地

域の自然環境にも配慮しつつ、持続性の高い農林水産業を構築し、世界の食料増産を推進する

ことが必要であるとしています。このような中で、国立研究開発法人国際農林水産業研究センター
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（国際農研）は、同計画の示す開発途上地域を対象とする研究開発に関して中核的な役割を担う

ことが期待されています。 

また、平成 27 年５月、国際農研理事長も委員として参加した「科学技術外交のあり方に関する

有識者懇談会」の報告書が外務大臣に提出され、科学技術と外交を結びつけ「科学技術外交」を

展開することの重要性が指摘されています。国際農研は開発途上地域を対象とした科学技術外交

においても重要な役割を果たすことが期待されます。 

さらに、あらたな「食料・農業・農村基本計画」（令和 2年 3月 31日）が閣議決定されました。この

中で、飢餓・貧困や、栄養不良、気候変動、越境性動物疾病等の地球規模課題に対応するため、

途上国に対する農業生産や食品安全等に関する研究開発を実施することとされました。また、本

計画では、研究協定覚書（MOU）の積極的な締結や、海外の拠点整備による体制強化など国際

共同研究を推進するとしています。一方、農林水産研究イノベーション戦略 2020（令和 2 年 5 月

27 日公表）では、農林水産業以外の多様な分野との連携により、イノベーションの創出が期待でき

る分野として、スマート農業、環境、バイオ等が示されました。 

令和元年度の農林水産省の政策体系において、国際農研の業務は「Ⅰ-２-（５）戦略的な研究

開発と技術移転の加速化」の下に位置づけられます。 

 

４．中長期目標 

（１）概要 

①中長期目標の期間 

中長期目標の期間は、平成 28 年４月１日から令和 3年３月 31 日までの５年間です。 

②中長期目標の簡潔な説明 

 国際農研は、「農林水産研究基本計画」が示す開発途上国における研究開発の中核的な研究

機関として、技術的課題に対応する必要があります。また、独立行政法人改革の精神を踏まえ、研

究開発成果の最大化を目指す必要があります。このため、平成 28 年度から始まった第４期中長期

目標期間においては次の点を特に重視し業務を行うこととしています。 

（１）研究開発成果の最大化に向けた研究マネジメント改革 

（２）政府方針に即した開発途上地域における研究開発 

（３）法人としてのガバナンス強化 

なお、詳細は「国立研究開発法人国際農林水産業研究センター中長期目標」（平成 28 年３月

２日制定、平成 31 年２月 28 日改正）をご参照ください。 

 

（２）一定の事業等のまとまり毎の目標 

当法人は、中長期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開

示しています。 

具体的な区分名は以下のとおりです。 

①企画・連携推進業務 

研究開発成果の最大化に向けた研究マネジメント改革を進めるため、政策の方向に即した研究

の推進と PDCA サイクルの強化、産学官連携及び協力の促進・強化、知的財産マネジメントの戦

略的推進、研究開発成果の社会実装の強化並びに行政部局等との連携強化を実施します。 

②開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発 

https://www.maff.go.jp/j/budget/assess/2019/pdf/2019_taikei.pdf
https://www.maff.go.jp/j/corp/dokuhou/attach/pdf/index-68.pdf
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 地球温暖化の要因である農業分野からの温室効果ガスの排出を抑制するとともに、気候変動

に対する強靱性や復元力を高めるための技術を開発します。また、アジア及びアフリカ地域を中心

とする開発途上地域の環境劣化を抑制し、農業生産の安定化を図るため、水や土壌等、資源の保

全管理技術等を開発します。 

③熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発 

アフリカの食料問題解決のため市場での流通や消費拡大を目指したイネ、畑作物の安定生産

技術の開発、低肥沃度や乾燥等の不良環境に適応可能な作物開発と利用技術の開発を行いま

す。さらに、各国とのネットワーク研究等を活用し、我が国への侵入・拡大が懸念される越境性の作

物病害虫に関する防除及び侵入・拡大抑制技術等を開発します。 

④開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発 

アジア等の開発途上地域における農山漁村開発を支援し、農民の所得向上に貢献するため、

農林漁村における多様な資源や未利用バイオマス等の地域資源の活用を図ると共に、フードバリ

ューチェーン構築を推進し、資源の高付加価値化技術を開発します。また、農産廃棄物等のバイ

オマスの高度利用技術の開発･実用化を推進すると共に、農村における多様な資源の活用、森林

資源の育成･保全と高付加価値化、水産資源の持続的利用と効率的な養殖等、生態系と調和した

資源の活用を図ります。 

⑤国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における農林水産業の生産構造及び食料

需給・栄養改善等に関する現状分析、将来予測及び研究開発成果の波及効果分析を行います。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や我が国が進めるグローバル・フードバリュー

チェーン構築等の施策に資するため、国際的な食料事情、農林水産業及び農山漁村に関する資

料を収集・整理し、広く研究者、行政組織、企業等に提供します。加えて、将来の技術シーズの創

出を目指すために重要な出口を見据えた基礎研究（目的基礎研究）を推進します。 

 

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

当法人は、運営基本理念及び運営方針（JIRCASビジョン）を以下のとおり定めています。 

（１）基本理念 

・地球規模の食料・環境問題の解決 

JIRCAS は、最新の科学的知見を駆使して、食料不安・栄養不良や持続的な資源環境管理など、

地球規模の困難な問題の解決のため、最適な技術を提案します。 

・国際農林水産業分野の中核研究機関 

JIRCAS は、我が国を代表する国際農林水産業分野の研究機関として、国際的な科学的議論を

主導し、我が国の食料安全保障と国際社会の繁栄と安定に貢献します。 

（２）運営方針 

・研究開発成果の最大化 

JIRCAS は、常に調査・研究の出口、成果の現場での利活用を意識し、広く社会にインパクトを

与える「研究開発成果の最大化」を目標に活動します。 

・国内外の協働と連携 

JIRCAS は、国内外の広範な研究者、研究機関や行政機関、開発機関、農林漁業者、企業など

の協働と連携の場を提供し、農林水産分野のイノベーション創出を推進します。 
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・働きやすい安全な業務環境 

JIRCAS は、すべての役職員が働きがいのある、安全で働きやすい職場環境を整え、効率的で

質の高い活動を継続します。 

 

６．中長期計画及び年度計画 

 

当法人は、中長期目標を達成するための中長期計画と当該計画に基づく年度計画を策定して

います。 

中長期計画と当事業年度における年度計画との関係は以下のとおりです。 

なお、詳細は「国立研究開発法人国際農林水産業研究センター中長期計画」（制定認可：平成

28 年 3 月 31 日、変更認可：平成 31 年 3 月 26 日）及び「国立研究開発法人国際農林水産業研

究センター平成 31年度計画」（平成 31年 3月 29日制定）をご参照ください。 

 

中長期計画 令和元年度（平成 31年度）計画 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

＜企画・連携推進業務＞ 

１ 政策の方向に即した研究の推進と PDCAサイクルの強化 

（１）政策の方向に即した研究の戦略的推進 

ア 研究開発を戦略的に推進 

イ 研究成果の事業化を積極的に実施 

ウ 工程表に基づく研究管理 

エ 研究課題の評価の適正かつ厳格な実施 

オ 研究課題の必要に応じた見直し 

（２）法人一体の評価と資源配分 

ア 適切な評価・点検の仕組みを設置 

イ 評価結果に基づく研究資源の的確な配分 

ウ 外部資金獲得の積極的な取組 

エ 評価結果を業務運営に反映 

（１）政策の方向に即した研究の戦略的推進 

ア 外部資金獲得に向けた支援を強化 

イ 展示会等に参加及び出展 

ウ 研究職員の年間研究・業務計画書の活用 

エ 計画の達成状況に基づく研究課題評価 

オ 研究課題の必要に応じた見直し 

（２）法人一体の評価と資源配分 

ア 中長期計画評価会議における評価 

イ 評価結果に基づく研究資源を的確な配分 

ウ 外部資金獲得の積極的な取組 

エ 評価結果を業務運営に反映 

２ 産学官連携、協力の促進・強化 

ア 情報及び人的交流を積極的に推進 

イ 政府方針に即した連携強化 

ウ 農研機構等との協力関係を強化 

エ 熱帯・島嶼研究拠点の特性を活かし協力 

ア 「知」の集積と活用の場による連携強化 

イ 政府方針に貢献するため連携強化 

ウ 研究交流及び人事交流を通じ協力強化 

エ 我が国農業の発展に資する協力 

３ 知的財産マネジメントの戦略的推進 

（１）知的財産マネジメントに関する基本方針

の策定 

知的財産マネジメント基本方針の見直し 

（２）知的財産マネジメントによる研究開発成果

の社会実装の促進 

ア 一連の過程における知財マネジメント 

（１）知的財産マネジメントに関する基本方針

の策定 

成果の社会実装を促進するための知財管理 

（２）知的財産マネジメントによる研究開発成果

の社会実装の促進 

ア 法務・知財チームによるマネジメント 

https://www.jircas.go.jp/ja/organization/plan/mid-longtermplan
https://www.jircas.go.jp/ja/organization/plan/year/h31
https://www.jircas.go.jp/ja/organization/plan/year/h31
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イ 社会実装の迅速化や知財管理の円滑化 

ウ 戦略的な知財管理の取組  

イ 社会実装の迅速化や知財管理の円滑化 

ウ 職員の知財リテラシーの一層の向上 

４ 研究開発成果の社会実装の強化 

（１）研究開発成果の公表 

研究成果の積極的な公表 

（２）技術の普及に向けた活動の推進 

ア データベース化等による成果の普及 

イ 関係機関と連携した普及活動 

ウ 法人発ベンチャーへの出資、援助 

（３）広報活動の推進 

ア 広報戦略の策定、戦略的な広報活動 

イ 多様な媒体・機会を活用した情報発信 

ウ 現地ワークショップや説明会の開催 

（４）国民との双方向コミュニケーション 

ア シンポジウムやセミナーの開催 

イ アウトリーチ活動への積極的な取組 

ウ 研究実施地域住民の理解を得る取組 

（５）研究開発成果の中長期的な波及効果の

把握と公表 

ア 主要な成果のフォローアップ調査 

イ ウェブサイト等を活用した情報発信 

（１）研究開発成果の公表 

研究成果の積極的な公表 

（２）技術の普及に向けた活動の推進 

ア 成果のデータベース化・マニュアル化 

イ 現地ステークホルダーとの意見交換 

ウ 法人発ベンチャーへの出資、援助 

（３）広報活動の推進 

ア ターゲットを明確にした広報活動 

イ 多様な媒体・機会を活用した情報発信 

ウ 現地ワークショップや説明会の開催 

（４）国民との双方向コミュニケーション 

ア シンポジウムやセミナーの開催 

イ 一般公開、市民公開講座等の取組 

ウ 研究実施地域住民の理解を得る取組 

（５）研究開発成果の中長期的な波及効果の

把握と公表 

ア 追跡調査の実施と調査結果の公表 

イ ウェブサイト等を活用した情報発信 

５ 行政部局等との連携強化 

ア 関係行政部局との密接な情報交換 

イ シンポジウム開催、専門家派遣等の協力 

ウ 分析及び鑑定の実施 

エ 講習生、研修生の受入 

オ 国際機関や学会等に協力 

ア 人事交流や会議等を通じた情報交換 

イ G20首席農業研究者会議（MACS）に協力 

ウ 分析及び鑑定の実施 

エ 講習生、研修生の受入 

オ 国際機関や学会等に協力 

＜研究業務＞ 

６ 研究業務の推進（試験及び研究並びに調査） 

開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発 

メタン発生抑制システムの開発 

気候変動に対処し被害を軽減する技術開発 

作物の収量を持続安定させるための対策技術 

生物的硝化抑制作用を活用した育種素材 

GHG排出量の削減が可能な飼養技術 

農作物天候インデックス保険の現地実証 

農家圃場での最適な肥培管理法の検証 

コムギやトウモロコシ遺伝資源のBNI活性評価 

熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発 

アフリカに適応した作物育種素材を開発  

不良環境に適応可能な高生産性作物の作出 

先導的な育種素材の開発と評価 

越境性作物病害虫の侵入・拡大抑制技術 

生産性等に優れた育種素材の現地評価 

遺伝子固定系統の中から優良系統を選抜 

多用途型サトウキビの機械収穫特性解明 

ダイズ紫斑病に対する抵抗性育種素材探索 

開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発 
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高付加価値化に必要な加工・流通技術開発 

未利用バイオマス高度利用技術開発 

多様な資源の活用技術の開発 

森林資源の育成･保全と高付加価値化技術 

効率的な養殖技術の開発 

地域特性を考慮した加工技術の適用性検証 

微生物集団による連続的な糖化プロセス構築 

農民参加型による陸稲推奨品種の選抜 

有用樹種の幹材積を推計する手法の構築 

複合的養殖の普及拡大 

国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

ア 食料需給の現状分析と将来予測 

イ 情報や資料の収集、整理、提供 

ウ 国内の関係機関間の組織的な情報交流 

エ 理事長インセンティブ経費等の活用 

オ 目的基礎研究の推進 

ア 世界食料モデルの改良 

イ 情報の質と受け手を意識した情報提供 

ウ J-FARDの戦略的な運営 

エ 理事長インセンティブ経費等の活用 

オ 目的基礎研究の推進 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 経費の削減 

（１）一般管理費等の削減 

一般管理費３％、業務経費１％抑制（対前年） 

（２）調達の合理化 

ア 調達等合理化計画の策定と実行 

イ 研究開発物品の調達の迅速化 

ウ 農研機構との共同調達による効率化 

（１）一般管理費等の削減 

一般管理費３％、業務経費１％抑制（対前年） 

（２）調達の合理化 

ア 調達等合理化計画の策定と実行 

イ 研究開発物品の調達の迅速化 

ウ 農研機構との共同調達による効率化 

２ 組織・業務の見直し・効率化 

（１）組織・業務の再編 

ア 組織・研究体制や業務の柔軟な見直し 

イ 業務の電子化、効率化 

ウ 適切な人員配置と業務の最適化 

（２）研究施設・設備の集約（施設及び設備に

関する計画） 

計画的な整備と利用率の向上 

 

（１）組織・業務の再編 

ア 組織・研究体制や業務の柔軟な見直し 

イ 勤務時間管理システムの導入 

ウ 適切な人員配置と業務の最適化 

（２）研究施設・設備の集約（施設及び設備に

関する計画） 

耐震工事のリスク軽減対策実施 

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

  

第８ その他業務運営に関する重要事項 

１ ガバナンスの強化 

（１）内部統制システムの構築 

ア 役職員担当業務、権限及び責任の明確化 

イ 指揮命令系統の明確化 

ウ リスク管理体制の整備 

（２）コンプライアンスの推進 

ア 研修や教育訓練等の実施 

イ 研究活動における不適正行為の防止 

（３）情報公開の推進等 

（１）内部統制システムの構築 

ア 役職員担当業務、権限及び責任の明確化 

イ 指揮命令系統の明確化 

ウ リスク管理体制の整備 

（２）コンプライアンスの推進 

ア 研修や教育訓練等の実施 

イ 研究活動における不適正行為の防止 

（３）情報公開の推進等 
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情報公開の積極的な推進 

（４）情報セキュリティ対策の強化 

ア サイバーセキュリティの強化 

イ 情報セキュリティ対策の実施状況評価 

ウ 個人情報や技術情報の適切な管理 

（５）環境対策・安全管理の推進 

ア 化学物質等の適正管理の徹底 

イ 生物材料の適正管理を徹底 

ウ エネルギーの削減とリサイクルの促進 

エ 事故等の未然防止活動 

オ 災害等緊急時の対応体制の整備 

情報公開の積極的な推進 

（４）情報セキュリティ対策の強化 

ア 情報セキュリティポリシーの見直し 

イ 情報セキュリティ監査の実施 

ウ 個人情報や技術情報の適切な管理 

（５）環境対策・安全管理の推進 

ア 化学薬品管理システムの更新 

イ 生物材料等の適正な管理 

ウ エネルギーの削減とリサイクルの促進 

エ 事故等の未然防止活動 

オ 外部委託による安否確認システム導入 

２ 研究を支える人材の確保・育成 

（１）人材育成プログラムの実施 

ア 人材育成プログラムの見直しと実施 

イ キャリアパスの構築 

ウ 人的交流、研修による職員の資質向上 

（２）人事に関する計画 

ア 柔軟で適切な人事配置 

イ 多様な制度を活用した人材の確保 

ウ 男女共同参画の取組を強化 

（３）人事評価制度の改善 

ア 人事評価結果を適切に処遇等に反映 

イ 多角的な観点に基づく業績評価 

（４）報酬・給与制度の改善 

ア 国家公務員の給与水準等を勘案した支給 

イ 多様な雇用体系に対応できる給与制度 

ウ 給与水準に係る取組状況の公表 

（１）人材育成プログラムの実施 

ア 人材育成の取組を実施 

イ キャリアデザインシート作成等 

ウ 人的交流、研修による職員の資質向上 

（２）人事に関する計画 

ア 柔軟で適切な人事配置 

イ 多様な制度を活用した人材の確保 

ウ 男女共同参画の取組を強化 

（３）人事評価制度の改善 

ア 人事評価結果を適切に処遇等に反映 

イ 評価制度の改善の検討 

（４）報酬・給与制度の改善 

ア 国家公務員の給与水準等を勘案した支給 

イ 多様な雇用体系に対応できる給与制度 

ウ 給与水準に係る取組状況の公表 

３ 主務省令で定める業務運営に関する事項 

前期繰越積立金の減価償却費用への充当 前期繰越積立金の減価償却費用への充当 

 

７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

 ガバナンスの体制は図のとおりです。 

 令和元年度の取組みとして、各研究領域における領域会等が開催され、運営会議での報告・連

絡事項の周知を徹底しました。さらに、出張者が多い部署や執務室が分散している部署での ICT

の活用、定期的な職場巡視等を実施しています。 

なお、内部統制システムの整備に関する事項の詳細は、「国立研究開発法人国際農林水産業

研究センター業務方法書」（制定認可：平成 13 年 4 月 2 日、最終の変更認可：平成 31 年 3 月 9

日）をご参照ください。 

 

https://www.jircas.go.jp/sites/default/files/2019/gyoumu_20190319.pdf
https://www.jircas.go.jp/sites/default/files/2019/gyoumu_20190319.pdf
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図 ガバナンスの体制 

 

 

(2) 役員等の状況 

①役員の状況（令和2年3月31日） 

国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第 6条に基づき、理事長 1名、理事 1名、

監事 2名（内 1名は非常勤）の 4名の役員を置いています。 

役 職 氏 名 現任期 経  歴 

理事長 岩永 勝 

自 平成 29年 4月 1日 

至 令和 3年 3月 31日 

（就任年月日  

平成 23年 4月 1日） 

昭和 54年 9月 国際馬鈴薯センター採用 

平成 20年 4月 （独）農業・食品産業技術総

合研究機構作物研究所長 

理 事 小山 修 

自 平成 31年 4月 1日 

至 令和 3年 3月 31日 

（就任年月日 

平成 27年 4月 1日） 

昭和 54年 4月 農林水産省採用 

平成 23年 4月 （独）国際農林水産業研究

センター 研究戦略室長 

監 事 熊代 輝義 

自 平成 31年 4月 1日 

至 令和 2年度の財務諸

表承認日 

（就任年月日 

平成 31年 4月 1日） 

昭和 56年 4月  国際協力事業団採用 

平成 22年 7月  独立行政法人国際協力機

構農村開発部長 

平成 26年 4月  国立大学法人東北大学高

度教養教育・学生支援機構グローバルラーニ
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ングセンター専任教授 

平成 28年 7月  ベトナム農業農村開発省

派遣 JICA 専門家（プロジェクトチーフアドバイ

ザー） 

監 事 

（非常勤） 
井上 眞理 

自 平成 29年６月 30日 

至 令和 2年度の財務諸

表承認日 

（就任年月日 

平成 27年 4月 1日） 

昭和 49年 5月 九州大学教養部採用 

平成 16 年 9 月 九州大学大学院農学研究院

教授 

平成 26 年 10 月 国立大学法人九州大学副

理事 

平成 29 年４月 国立大学法人九州大学名誉

教授 

 

②会計監査人の氏名または名称 

 EY新日本有限責任監査法人 

 

(３) 職員の状況 

常勤職員は令和元年度末現在 175 名（前期比 3 名増加、1.7％増）であり、平均年齢は 47.3 歳

（前期末 47.0歳）となっています。このうち、国等からの出向者は 6名、民間からの出向者は 0名、

令和２年３月 31日退職者は 6名です。 

 

(4) 重要な施設等の整備等の状況 

 ①当該事業年度中に完成した主要な施設等   

共同研究温室改修工事（整備に要した額  72,951千円） 

 

 ②当該事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

  なし 

 

 ③当該事業年度中に処分した主要な施設等 

  なし 

 

(5) 純資産の状況 

 ①純資産の額及び出資者ごとの出資額 

平成 13 年 4 月 1 日に、独立行政法人国際農林水産業研究センター法附則第 5 条に基づ

き、国から資本金として 8,470,154,319 円相当の土地・建物等の現物出資を受けました。令和元

年度末の資本金の額は同じく 8,470,154,319円で増減はありません。 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 8,470,154,319 0 0 8,470,154,319 

資本金合計 8,470,154,319         0         0 8,470,154,319 
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②目的積立金の申請状況、取崩内容等 

（目的積立金の申請） 

令和元年度における目的積立金の申請は、当事業年度に発生した利益については、申請し

ていません。 

（目的積立金の取崩） 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額1,599,191円は、自己収入予算にて取得した固定資産

の減価償却費計上額に充てるため、取り崩したものです。 

 

(6) 財源の状況 

 ①財源の内訳 

セグメント別の収益内訳（経常収益 3,819百万円の内訳）          （単位：百万円） 

区分 運営費交付金 受託収入 補助金等 その他 

企画・連携推進業務 405 31 - 31 

資源・環境管理研究業務 593 32 - 49 

農産物安定生産研究業務 710 168 40 61 

高付加価値化研究業務 608 45 - 46 

情報収集分析業務 237 7 - 19 

小 計 2,553 283 40 206 

法人共通 535 - - 200 

合 計 3,089 283 40 407 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがあります。 

その他は、資産見返負債戻入、賞与引当金見返に係る収益、退職給付引当金見返に係る

収益、その他の収益を集計しています。 

 

②自己収入に関する説明 

  当法人の企画・連携推進業務では、令和元年度は特許実施料 11 千円、育成者権利用料

340千円を得ています。 

 

(7) 社会及び環境への配慮等の状況 

当法人は、社会及び環境への配慮の方針として、温室効果ガス排出抑制実施計画を平成 28

年度に改正し、排出される温室効果ガス排出量を平成 16 年度比で令和２年度までの期間に

10％以上削減することとしています。また、古紙やペットボトル等の分別回収の徹底を図ってい

ます。 

一方、男女共同参画の取組として、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平

成２７年９月４日法律第６４号）が制定されたことを受け、同法に基づき一般事業主行動計画を

作成しています。また、管理者の意識改革を目的としたイクボス研修、仕事と生活の調和が取

れた働きやすい職場環境の実現を図るためワークライフバランス研修等の開催、女性リーダー

候補者が取り組んでいる海外共同研究成果の取りまとめを支援するための契約職員の雇用等

を実施しています。さらに、任期付研究員が任期中に産前産後の特別休暇及び育児休業を取
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得した場合並びに介護休業を取得した場合、申し出により当該育児休業等の期間を限度に特

例として任期を付すことを可能とし、そのことを公募要領に明記するなど、研究と出産・子育てと

の両立や女性研究者の研究力向上を通じたリーダーの育成を一体的に推進しています。 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

（１）リスク管理の状況 

内部統制とリスク管理強化のため平成 28 年 4 月に設置したリスク管理室を事務局として、業務

遂行の障害となる要因（リスク）を識別、分析、評価し、適切な対応を実施するための体制を整備し

ました。リスク低減措置案については、担当部署でさらに検討を進めつつ対策を実施して、その進

捗状況を定期的にリスク管理委員会でモニタリングしてきました。 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

 ［情報セキュリティ対策の強化］ 

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティポリシー関連

規程を改定しました。これに基づき、海外拠点等における設置端末の状況を調査しています。 

 

 ［環境対策・安全管理の推進］ 

化学物質、生物材料等の適正管理などにより研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行

うとともに、エネルギーの有効利用やリサイクルの促進に取り組んでいます。 

薬品の管理に関する安全教育、職場巡視及び定期的な点検を行い、化学物質等を適正に管

理しました。外国人職員が多いので、英語版の安全データシートも作成しました。 

遺伝子組換え生物等については、遺伝子組換え実験安全委員会に外部委員を委嘱し、実験計

画書の審査を行い、国の基準に従い承認を行っています。 

輸入禁止品については、植物防疫所及び動物検疫所と適切に連絡調整を図りつつ輸入許可

申請及び輸入手続きを実施しています。 

なお、あらゆる事故、ミスの情報共有をすすめるオープン・ループによる安全管理を推進すること

を所として確認しました。 

 

 ［新型コロナウイルス対策］ 

令和 2 年 1 月に新型コロナウイルス対策会議を立ち上げ、情報収集、新着情報の所内通知等

を実施しています。いち早く、中国への渡航の延期又は中止、ならびに中国国内を経由する航空

機利用の自粛を決定しました。その他の国においても、出張中止等、感染拡大防止の方針に沿っ

た対応を行いました。 

 

なお、業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況の詳細は、「国立研究開発法人国際農

林水産業研究センター業務実績報告書」（令和 2年 6月）をご参照ください。 

 

９．業績の適正な評価の前提情報 

ア 企画・連携推進業務 

研究開発成果の最大化に向けた研究マネジメント改革を進めるため、本業務では、政策の

https://www.jircas.go.jp/ja/organization/result
https://www.jircas.go.jp/ja/organization/result
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方向に即した研究の推進と PDCA サイクルの強化、産学官連携及び協力の促進・強化、知的

財産マネジメントの戦略的推進、研究開発成果の社会実装の強化並びに行政部局等との連携

強化を実施します。 

 

イ 資源・環境管理研究業務 

（研究プログラムＡ 「開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発」に相当） 

我が国も大きな影響を受ける気候変動や環境劣化等の地球規模課題に対処するには、経

済活動で農業分野が大きな割合を占める開発途上地域における対策が不可欠です。 

このため、地球温暖化の要因である農業分野からの温室効果ガスの排出を抑制するととも

に、気候変動に対する強靱性や復元力を高めるための技術を開発します。【重要度：高】また、

アジア及びアフリカ地域を中心とする開発途上地域の環境劣化を抑制し、農業生産の安定化

を図るため、水や土壌等、資源の保全管理技術等を開発します。 

さらに、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証実験を行い、持続的な農業資源管理

のための技術マニュアル等を作成して行政部局や農民への速やかな普及を図ります。 

 

図 資源・環境管理研究業務の概要 

 

ウ 農産物安定生産研究業務 

（研究プログラムＢ 「熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発」に相当） 

世界人口の増加や新興国における経済成長及び所得水準の向上により、中長期的には世
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界の食料需給がひっ迫することが懸念されています。低肥沃度や乾燥等の不良環境のため農

業生産の潜在能力が十分に発揮できていない熱帯等の開発途上地域を対象として、アフリカ

をはじめとする世界の栄養改善に向けて、食料増産を推進することが重要です。 

このため、アフリカの食料問題解決のため市場での流通や消費拡大を目指したイネ、畑作

物の安定生産技術の開発【重要度：高】、低肥沃度や乾燥等の不良環境に適応可能な作物開

発と利用技術の開発を行います。さらに、各国とのネットワーク研究等を活用し、我が国への侵

入・拡大が懸念される越境性の作物病害虫に関する防除及び侵入・拡大抑制技術等を開発し

ます。 

さらに、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証実験を行うとともに、マニュアルや解説

資料等を作成し、品種開発関係者や行政部局、農民に対して開発技術の速やかな普及を図り

ます。 

 

図 農産物安定生産研究業務の概要 

 

 

 

エ 高付加価値化研究業務 

（研究プログラムＣ 「開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発」に相当） 

開発途上地域の開発ニーズは、単なる貧困撲滅から経済成長に変化しており、農林水産分

野においても、地域における多様な資源を活用した高付加価値化技術の開発が求められてい

ます。特に食料資源に関しては、生産から加工、流通、販売に至る付加価値の高いフードバリ

コメ（主食・換金作物）
ヤムイモ（主食・換金作物）
ササゲ（副食・換金作物）
乳製品（高付加価値製品）

◆食料生産性の向上
◆現金収入源の拡充
◆栄養供給源の多様化

研究対象
農産物安定生産
素材・技術の開発

◆アウトカム

育種素材
評価技術
生産技術

イネ、ダイズ
キヌア（雑穀）
トマト、アマランサス（野菜）

育種素材
育種技術

◆食用作物の安定生産
◆収益性の向上

サトウキビ
エリアンサス

育種素材
生産・利用技術

ウンカ、サバクトビバッタ、
サトウキビ白葉病、
イネいもち病、ダイズさび病等

防除技術
育種素材

◆作物の安定生産
◆防除コストの削減
◆環境負荷削減

不良環境耐性作物開発

高バイオマス資源作物

病害虫防除

アフリカ食料

◆バイオマス安定生産
◆収益性の向上
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ューチェーンの構築への貢献が求められ、我が国の民間企業等の参画も期待されます。 

このため、アジア等の開発途上地域における農山漁村開発を支援し、農民の所得向上に貢

献するため、農林漁村における多様な資源や未利用バイオマス等の地域資源の活用を図ると

共に、フードバリューチェーン構築を推進し、資源の高付加価値化技術を開発します【重要度：

高】。また、農産廃棄物等のバイオマスの高度利用技術の開発・実用化を推進すると共に、農

村における多様な資源の活用、森林資源の育成・保全と高付加価値化、水産資源の持続的利

用と効率的な養殖等、生態系と調和した資源の活用を図ります。 

さらに、これらの研究課題を我が国及び現地の民間企業や研究機関等と連携して推進し、

実用レベルでの技術として体系化するとともに、技術マニュアルの作成や技術展示を行い、農

民や地域の加工流通関係者等への速やかな普及を図ります。 

 

図 高付加価値化研究業務の概要 

 
オ 情報収集分析業務 

（プログラムＤ 「国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供」

に相当） 

国際的な食料・環境問題の解決の解決を図るため、諸外国における農林水産業の生産構

造及び食料需給・栄養改善等に関する現状分析、将来予測及び研究開発成果の波及効果分

析を行います。 

また、開発途上地域での農林水産関連の研究や我が国が進めるグローバル・フードバリュ

ーチェーン構築等の施策に資するため、国際的な食料事情、農林水産業及び農山漁村に関

する資料を、継続的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行政組織、企業等に提供し

ます。 
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加えて、「農林水産研究基本計画」に定めた基本的な方向に即し、将来の技術シーズの創

出を目指すために重要な出口を見据えた基礎研究（目的基礎研究）を、適切なマネジメントの

下、着実に推進します。 

 

図 情報収集分析業務の概要 

 

 

１０．業務の成果と使用した資源との対比 

（１）自己評価 

自己評価の詳細は、「国立研究開発法人国際農林水産業研究センター自己評価書」（令和 2年

6月）をご参照ください。 

 

令和元年度項目別評定総括表 

（単位：百万円） 

項目 評定（※） 行政コスト 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

＜企画・連携推進業務＞ A 515 

１ 政策の方向に即した研究の推進と PDCAサイクルの強化 A  

２ 産学官連携、協力の促進・強化 A  

３ 知的財産マネジメントの戦略的推進 A  

４ 研究開発成果の社会実装の強化 A  

５ 行政部局等との連携強化 S  

＜研究業務＞ 

情報収集提供セグメントの概要・目的

「食料栄養バランス」 「情報の収集・
分析・提供」

「目的基礎研究」

プログラム A

プログラム C

プログラム B

プログラムD  - 国際的な農林水産業に関する動向把握のための
情報の収集、分析及び提供

研究者、行政機関、企業、共同研究機関など

研究戦略

連携

過去・現在・将来の研究

消費（栄養）段階で評価

政策・投資・援助
研究成果
の最大化

研究成果

研究シーズ

研究者の発意

長期
派遣

国際
会議

HP充実

https://www.jircas.go.jp/ja/organization/result
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６ 研究業務の推進（試験及び研究並びに調査） 

開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発 A 727 

熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発 A 1,039 

開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発 A 726 

国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分

析及び提供 

A 
281 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 経費の削減 B  

２ 組織・業務の見直し・効率化 B  

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 B  

第８ その他業務運営に関する重要事項 

１ ガバナンスの強化 B  

２ 研究を支える人材の確保・育成 B  

３ 主務省令で定める業務運営に関する事項 B  

法人共通 2,218 

合計 5,505 

［注記］百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

※標語の説明 

・ 研究開発に係る事務及び事業（第 2の 1、第 3、第 8の１及び第 8の３以外） 

Ｓ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運

営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の

創出の期待等が認められる。 

Ａ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運

営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待

等が認められる。 

Ｂ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて

成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適

正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：当国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、取

組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、

効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求めら

れる。 

 

・ 研究開発に係る事務及び事業以外（第 2の 1、第 3、第 8の１及び第８の３） 
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Ｓ：当該法人の業績向上努力により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕

著な成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が

120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合、又は定量的指標の対

中長期計画値（又は対年度計画値）が 100％以上で、かつ中長期目標において困難度が「高」と

されており、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：当該法人の業績向上努力により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られてい

ると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上、又は定量的

指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 100％以上で、かつ中長期目標において困難

度が「高」とされている場合）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長

期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中

長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める

（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業

務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 

（2）当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

 

区分 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 

評定（※） B B B A － 

 

※標語の説明 

Ｓ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業

務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別

な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業

務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創

出の期待等が認められる。 

Ｂ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向

けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされて

いる。 

Ｃ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は

「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：当該国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、当該法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は
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「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善

等を求める。 

 

１１．予算と決算の対比 

要約した法人単位決算報告書は以下のとおりです。詳細は、決算報告書をご参照ください。 

 

（単位：百万円） 

区分 
元年度 

予算 決算 差額理由 

収入 

前年度よりの繰越

金 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

寄附金収入 

補助金等収入 

諸収入 

 

計 

 

17 

 

3,493 

73 

295 

- 

- 

3 

 

3,881 

 

 171 

 

3,493 

73 

386 

- 

41 

1 

 

4,164 

 

注記１ 

 

 

 

注記 2 

 

注記 3 

注記 4 

支出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

 

 計 

 

1,256 

73 

295 

107 

2,155 

 

3,885 

 

1,281 

73 

368 

106 

2,031 

 

3,859 

 

 

 

注記 5 

 

 

 

 

［注記］ 

１．H29年度の交付金債務残17百万円（うち研究業務費0百万円、研究業務人件費17百万円）。

H30年度の交付金債務残154百万円（うち研究業務費64百万円、研究業務人件費90百万円)

である。 

２．見込みより獲得件数は減少したが、契約金額が増加したため収入増となった。 

３．補助金等収入があったため収入増となった。 

４．JICA人件費補填がなかった事と、固定資産売却益が想定よりかなり少なかったため収入減と

なった。 

５．見込みより獲得件数は減少したが、契約金額が増加したため支出増となった。 

※百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

 

https://www.jircas.go.jp/ja/disclosure/finance
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１２．財務諸表 

要約した法人単位財務諸表は以下のとおりです。詳細は、財務諸表をご参照ください。 

 

（1）貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 

現金及び預金 

賞与引当金見返 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

その他 

特許権 

意匠権 

ソフトウェア 

その他 

投資その他の資産 

退職給付引当金見返 

その他 

1,366 

937 

146 

289 

8,737 

7,139 

59 

10 

0 

34 

14 

1,539 

1,539 

0 

流動負債 

運営費交付金債務 

賞与引当金 

その他 

固定負債 

資産見返負債 

退職給付引当金 

その他 

   877 

    224      

146 

508 

2,002 

423 

1,539 

40 

負債合計 2,879 

純資産の部 金額 

資本金 

政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

 

8,470 

△1,738 

  492 

純資産合計   7,225 

資産合計 10,104 負債純資産合計 10,104 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

以後、△はマイナスを示す。 

 

(2)行政コスト計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ損益計算書上の費用 5,376 

研究業務費 3,068 

一般管理費 641 

雑損 0 

臨時損失 1,667 

Ⅱその他の行政コスト 129 

減価償却相当額 102 

除売却差額相当額 27 

Ⅲ行政コスト 5,505 

［注記］ 

https://www.jircas.go.jp/ja/disclosure/finance
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百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

(3)損益計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用(A)     3,709 

研究業務費 

人件費 

減価償却費 

賞与引当金繰入 

その他 

一般管理費 

人件費 

減価償却費 

賞与引当金繰入 

退職給付引当金繰入 

その他 

雑損 

      3,068 

1,301 

89 

114       

1,564 

641 

368 

10 

31 

143 

89 

0 

経常収益(B)     3,819 

運営費交付金収益 

政府等受託収入 

その他受託収入 

資産見返負債戻入 

賞与引当金見返に係る収益 

退職給付引当金見返に係る収益 

雑益  

その他 

      3089 

21 

262 

111 

146 

143         

5 

43 

臨時損益（C）      1,667 

臨時利益（D） 1,662         

その他調整額（E） 2 

当期総利益（B-A-C+D+E）         106 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。  

 

(4)純資産変動計算書 

                                     （単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 8,470 △1,700 388 7,158 

当期変動額  66 △70 △3 
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その他行政コスト  △104  △104 

当期総利益   175 175 

当期末残高 8,470 △1,738 ４９2 7,225 

 ［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

(5)キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 264 

人件費支出 △2,343 

運営費交付金収入   3,493 

受託収入     388 

その他収入・支出 △1,274 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △132 

Ⅲ資金増加額（Ｃ=A+B） 132 

Ⅳ資金期首残高（Ｄ）     804 

Ⅴ資金期末残高（Ｅ=Ｃ+Ｄ） 937 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

（単位：百万円） 

資金期末残高 金額 

現金及び預金 937 

 

 

１３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

(1)貸借対照表 

（資産） 

令和元年度末現在の資産合計は 10,104 百万円と、前年度末比 1,921 百万円増加

（23.47％増）となっています。これは、令和元年度から計上した退職給付引当金見返 1,539

百万円増加及び賞与引当金見返 146百万円増加が主な要因となっています。 

（負債） 

令和元年度末現在の負債合計は 2,879 百万円と、前年度末比 1,854 百万円増加

（180.82％増）となっています。これは、令和元年度から計上した退職給付引当金 1,539百万

円増加及び賞与引当金 146百万円増加が主な要因となっています。 

 

(2)行政コスト計算書 
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独法会計基準の改定に伴い令和元年度から新設されました。損益計算書の経常費用に損益

外の固定資産の減価償却相当額と除売却差額相当額を加えた令和元年度の行政コストは

5,505百万円となっています。 

 

(3)損益計算書 

（経常費用） 

令和元年度の経常費用は 3,709 百万円と、前年度比 33 百万円（0.89％減）となっていま

す。これは、国外旅費交通費が 84百万円減（25.88%減）したことが主な要因となっています。 

（経常収益） 

令和元年度の経常収益は 3,819百万円と、前年度比 6百万円増加（0.15％増）となってい

ます。これは、運営費交付金収益が 232 百万円減しておりますが、昨年度まで運営費交付

金収益としていた賞与及び退職給付費用について、それぞれ賞与引当金見返に係る収益

146 百万円、退職給付引当金に係る収益 143 百万円に移行したことによるものであり、その

他の収益については、同程度で推移しております。 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産の除却損 5 百万円、前中長期目標期

間繰越積立金取崩額2百万円を計上した結果、令和元年度の当期総損益は106百万円と、

前年度比 38百万円増加（55.04％増）となっています。これは、運営費交付金のうち、期間進

行基準を採用している管理部門の収益化額が 27 百万円増加（50.83％増）及び受託による

資産取得 8百万円増加（69.28％増）が主な要因となっています。 

 

(4)純資産変動計算書 

独法会計基準の改定に伴い令和元年度から新設されました。内訳については、政府出資金

は 8,470百万円。資本剰余金は期首△1,700百万円から損益外で取得した資産 73百万円を加

算して、除却した損益外の資産 33 百万円と減価償却額 77百万円を控除した△1,738百万円。

利益剰余金は期首 388百万円に当期純利益 106百万円を加算して 492百万円。これらの合計

が純資産 7,225百万円となっています。 

 

(5)キャッシュ・フロー計算書 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和元年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 264 百万円のキャッシュの増、対前年

度 178百万円増となっています。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和元年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 132 百万円のキャッシュの減、対前年

度比 16百万円増となっています。 

 

１４．内部統制の運用に関する情報 

（１） 内部統制システムの構築 

［役職員の担当業務、権限及び責任の明確化と迅速かつ的確な意思決定］ 

「国立研究開発法人国際農林水産業研究センターの組織に関する規程」等により役職員の担
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当業務、権限及び責任を明確化しています。役員会を原則毎週開催し迅速に意思決定するととも

に、月 2回運営会議を開催し、役員会における決定事項の周知と要検討事項の協議を行っていま

す。また、内部統制委員会（委員長は理事長）を５回開催して内部統制の推進に関する事項への

対応等の指示を行いました。さらに、内部統制の諸課題等について、毎月 1 回理事長、理事と監

事の面談が実施されています。 

 

［指揮命令系統の明確化］ 

業務運営に関する指揮命令系統（役員－組織の長－職員）、研究業務に関する指揮命令系統

（プログラムディレクター－プロジェクトリーダー－研究職員）をそれぞれ確立し、国際農研の方針

や決定事項について速やかな所内通知を図っています。また、運営会議資料や各種調査、届出

書類の提出依頼等は重要性、緊急性の程度に応じ、担当部署から職員への一斉電子メールやグ

ループウェアの掲示板での連絡を行っています。  

 

［研究活動における不適正行為の防止］ 

研究活動における不適正行為を防止するため、国立研究開発法人や大学法人で近年多く利用

されている論文剽窃チェックツール（iThenticate）について、国際農研でも論文剽窃チェックツール

の使用を試行しました。 

 

（２） コンプライアンスの推進 

［役職員の意識向上のための研修や教育訓練等の実施］ 

国際農研に対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守や倫理保持に対する役職員の意

識向上を図るため、内部講師によるコンプライアンス一斉研修を実施しています。全職員に対し、

「就業規則、コンプライアンスの基本等、労働安全衛生、健康管理」、「遺伝子組換え生物などの使

用等に係る安全規則」、「研究費の使用」を、さらに研究職員等に対して、「化学薬品等の管理」等

の研修を実施しました。また、「コンプライアンスルールブック」を見直し、内容を更新しました。 

 

［研究活動における不適正行為を防止するための職員教育や体制の整備］ 

リスク管理室コンプライアンス管理科において、研究費の不正防止計画の見直しを行い、研究

費に関する不正を発生させる要因の把握、コンプライアンス推進責任者による不正防止への取組、

取引業者への経理適正化の取り組みへの協力要請について所内に周知しました。コンプライアン

ス一斉研修において、「研究費の不正使用、研究における不正行為の防止及び研究成果の管理」

の講義を研究者等向けに行うとともに、ｅラーニングプログラムによる研究倫理教育（研究不正行為

防止、研究費不正使用防止）（日本語、英語）を、研究職員等を対象に実施しました。農林水産省

の研究不正ガイドラインに基づいて平成 29 年 3 月に策定した「研究データの保存と開示に関する

ガイドライン」を適正に運用しています。 

 

１５．法人の基本情報 

（１）沿革 

昭和45(1970)年6月、農林省熱帯農業研究センター（TARC）として発足しました。その目的は、

開発途上国の食料増産等の農業振興に必要な技術を開発することでした。このため、主たる研究
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の場を海外におき、研究者を長期出張させ研究に従事させました。平成5年10月、従来の農林業

研究に加え新たに水産業研究を包摂し、熱帯又は亜熱帯に属する地域及びその他開発途上にあ

る海外の地域における食料・資源・環境問題等に総合的に対応することを目的とし、熱帯農業研

究センターは農林水産省国際農林水産業研究センター（国際農研）に改組されました。 

平成13年4月に国立試験研究機関から独立行政法人に移行しました。平成18年4月には特定独

立行政法人から非特定独立行政法人となるとともに、JIRCAS の活動を効率的かつ効果的に遂行

するため、従来の部・支所体制ならびに、部・支所ごとの研究推進・管理方法を改め、すべての研

究をプロジェクト方式とし、組織を7つの専門別研究領域と熱帯・島嶼研究拠点に再編しました。 

平成20年4月に（独）緑資源機構の海外農業開発関連業務を承継し、農村開発調査領域を設

置しました。 

平成21年4月に随意契約の適正化を含めた入札・契約状況、内部統制の状況等をチェックする

ため、監査室を新設し、監査体制を整備しました。 

平成23年4月に、第3期中期計画に導入した研究プログラム体制に沿って、プログラムディレクタ

ー（PD）を組織として設置しました。このプログラムディレクターの新設に伴い、領域を再編成し、

（旧）生物資源領域と（旧）利用加工領域の統合（生物資源・利用領域）及び（旧）生産環境領域と

（旧）畜産草地領域の統合（生産環境・畜産領域）により領域数を8から6へ削減しました。なお、農

村開発調査領域は農村開発領域、国際開発領域は社会科学領域に名称変更しました。また、研

究成果の実用化、産学官連携を強化するために、企画調整部に技術促進科を新設し、評価業務

の効率化・合理化の観点から研究評価科を廃止しました。 

平成 24 年 4 月に、企画調整部に安全管理室を新設し、化学薬品等規制物質の管理の一層の

徹底や、遺伝子組換え作物の取り扱い等、研究業務の安全・危機管理を強化しました。 

平成 27年 4月に国立研究開発法人に移行しました。 

平成 28年 4月に、リスク管理室（コンプライアンス管理科、安全管理科、検収科）を新設しました。

また、企画調整部の名称を企画連携部に改正しました。これに伴い、同部に研究管理科を新設す

るとともに、研究交流科を連携交流科に名称変更しました。また、安全管理室と技術促進科を廃止

しました。 

令和元年 10月に、企画連携部に情報セキュリティ専門職、情報高度利用専門職を新設するとと

もに、ネットワーク係を業務システム係に見直しました。 

 

（2）設立に係る根拠法 

国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法（平成11年法律第197号） 

 

（3）主務大臣 

農林水産大臣（農林水産省農林水産技術会議事務局） 

 

 

 

 

 

 

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=411AC0000000197
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（４）組織図（平成 31年 4 月 1 日） 

監 事 

（非常勤） 

監 事 

理 事 

理事長 

研究戦略室 

PD (情報収集分析) 併任 

PD (農産物安定生産) 

PD (高付加価値化)  

企画連携部 

総務部 

農村開発領域 

社会科学領域 

生物資源・利用領域 

生産環境・畜産領域 

林業領域 

水産領域 

企画管理室 

研究支援室 

情報広報室 

庶務課 

財務課 

総務課 

監査室 

PD (資源・環境管理) 

熱帯・島嶼研究拠点 

リスク管理室 
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（5）事務所（従たる事務所を含む）の所在地 

（本所） 〒305-8686 茨城県つくば市大わし 1-1 

電    話       029-838-6313（代表） 

ファックス       029-838-6316 

ウェブサイト    https://www.jircas.go.jp/ja (日本語) 

https://www.jircas.go.jp/en (英語) 

 

（熱帯・島嶼研究拠点） 〒907-0002 沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1 

電    話       0980-82-2306（代表） 

ファックス       0980-82-0614 

 

（6）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

 該当なし 

 

（7）主要な財務データの経年比較 

  （単位：百万円） 

区分 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

経常費用 3,665 3,538 3,762 3,743 3,709 

経常収益 3,700 3,708 3,909 3,813 3,819 

当期総利益 280 171 146 68 106 

資産 7,972 7,892 8,316 8,183 10,104 

負債 650 831 1,164 1,025 2,879 

利益剰余金 354 178 321 388 492 

業務活動によるキャッシュ・フロー  △37 177 381 86 264 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △56 △105 △91 △115 △132 

資金期末残高 471 543 834 804 937 

 ［注記］ 

平成 27年度の主な増減要因 

会計基準第 81第 4項に基づく運営費交付金債務の全額収益化により、負債が減少し、利

益剰余金が増加した。 

平成 28年度の主な増減要因 

利益剰余金の減少要因は、前中長期目標期間の積立金を国庫へ納付したため。 

平成 29年度の主な増減要因 

業務活動によるキャッシュ・フローの増加要因は、運営費交付金収入が増加したため。また、

資金期末残高の増加要因は、定年退職者の期末未払金 235百万円が主な要因である。 

平成 30年度の主な増減要因 

業務活動によるキャッシュ・フローの減少要因は、運営費交付金収入が減少したため。 

令和元年度の主な増減要因 

資産及び負債の増加要因は、（資産）賞与引当金見返、退職給付引当金見返、（負債）賞
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与引当金、退職給付引当金をそれぞれ計上したため。 

 

（8）翌事業年度における予算、収支計画及び資金計画 

詳細は、年度計画をご参照ください。 

①予算 

（単位：百万円） 

区分 合計 

収入 

前年度からの繰越 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

寄附金収入 

諸収入 

 

計 

 

90 

3,546 

- 

295 

- 

3 

 

3,934 

支出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

 

計 

 

1,251 

0 

295 

104 

2,288 

 

3,938 

 

②収支計画 

（単位：百万円） 

区分 合計 

費用の部 

経常費用 

人件費 

業務経費 

受託経費 

一般管理費 

減価償却費 

  賞与引当金繰入額 

  退職給付費用  

財務費用 

臨時損失 

 

 

3,934 

1,944 

1,169 

287 

91 

99 

136 

207 

- 

- 

 

https://www.jircas.go.jp/sites/default/files/2019/h31keikaku_0.pdf
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収益の部 

運営費交付金収益 

諸収入 

受託収入 

寄附金収益 

資産見返負債戻入 

賞与引当金見返に係る収益 

退職給付引当金に係る収益 

臨時損失 

臨時利益 

純利益 

前中長期目標期間 

繰越積立金取崩額 

総利益 

 

3,197 

3 

295 

4 

91 

136 

207 

- 

- 

0 

 

1 

1 

 

③資金計画 

（単位：百万円） 

区分 合計 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

受託収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設整備費補助金による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度よりの繰越金 

3,978 

3,853 

103 

－ 

40 

 

3,978 

3,843 

3,546 

295 

- 

3 

- 

- 

- 

- 

- 

134 
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１６．参考情報 

(1)要約した財務諸表の科目の説明 

① 貸借対照表 

現金及び預金：現金、預金 

その他（流動資産）：未収金、たな卸資産、前払費用など 

有形固定資産：土地、建物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具備品など独立行政法

人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資産 

その他（固定資産）：有形固定資産以外の長期資産で、特許権、意匠権、ソフトウェアなど

具体的な形態を持たない無形固定資産など 

資産見返負債：運営費交付金等により、あらかじめ特定した使途等に従い償却資産を取得

した場合に計上される負債 

政府出資金：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成 

資本剰余金：国から交付された施設費などを財源として取得した資産で独立行政法人の財

産的基礎を構成するもの 

利益剰余金：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

② 行政コスト計算書 

損益計算書上の費用：独立行政法人が実施する事業のコストのうち、損益計算書に計上さ

れる費用 

その他の行政コスト：独立行政法人の損益計算書に計上されないが、事業実施に費やされ

たと認められるコスト 

 

③ 損益計算書 

研究業務費：独立行政法人の業務に要した費用 

人件費：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

減価償却費：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配

分する経費 

一般管理費：独立行政法人の管理運営に要した費用 

雑損：外貨決済による為替差損等 

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

政府等受託収入：国及び地方公共団体からの収入 

その他受託収入：国及び地方公共団体以外からの収入 

資産見返負債戻入：資産見返負債が計上された資産について、減価償却費の計上により

負債が取崩された分 

雑益：保険金収入、生産物売払いなどの収益 

臨時損益：固定資産の売却損益等 

その他調整額：前中長期目標期間繰越積立金の取崩額が該当 

 

④純資産変動計算書 

資本金：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎の増減を記す 
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資本剰余金：国から交付された施設費などを財源として取得した資産で独立行政法人の財

産的基礎を構成するものの増減を記す 

利益剰余金：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額の増減を記す 

 

⑤ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態

を表し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活

動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得・売却等による収入・支出が該当 

 

（2）その他公表資料等との関係の説明 

事業報告書に関連する報告書等として、以下の報告書等を作成しています。 

ⅰ 自己評価書 

ⅱ 業務実績報告書 

ⅲ 財務諸表 

ⅳ 決算報告書 

 

 

 
 

https://www.jircas.go.jp/ja/organization/result
https://www.jircas.go.jp/ja/organization/result
https://www.jircas.go.jp/ja/disclosure/finance
https://www.jircas.go.jp/ja/disclosure/finance

